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〇 JEITAは、電子部品、電子デバイスをはじめ、電子機器、ITソリューション・サービス等を中核とした、
IT・エレクトロニクス分野の業界団体。

〇 IoT、ビッグデータ、AIの進展により、世界的にビジネスモデルが大きく変化。IoT社会を構成する上で、
電子部品、電子デバイス等の当協会関連製品は、ますます重要な役割を担う。

名称 一般社団法人電子情報技術産業協会
Japan Electronics and Information Technology Industries Association

会員 385社/団体 [内訳] 正会員：342社/団体 賛助会員：44社/団体（2019年8月現在）

2019年度会長会社 日本電気

〇 小型家電リサイクル法対象品目

パーソナルコンピュータ、BDレコーダ/プレーヤ、ビデオカメラ、

デジタルオーディオプレーヤ、ヘッドフォン及びイヤホン、ICレコーダ 等

〇 小型家電リサイクルに関する活動について、パーソナルコンピュータは、一般社団法人パソ

コン3R推進協会と連携しつつJEITA PC・タブレット環境専門委員会、その他オーディオビ

ジュアル機器については、JEITAオーディオビジュアル環境専門委員会にて対応している。

（2019年8月現在）

１

電子情報技術産業協会（JEITA）について
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〇 当協会では、小型家電製品についてリサイクルしやすい製品設計を行うことを推進している。

〇 オーディオビジュアル機器は、製品が多岐にわたるため、一般財団法人 家電製品協会(AEHA)発行

の「家電製品 製品アセスメントマニュアル」や各社内で制定した社内アセスメントガイドラインに則

り、製品ライフサイクルの負荷低減を目指し、製品の企画・設計を行っている。

〇 パーソナルコンピュータ（PC）に関しては、「パーソナルコンピュータの環境設計アセスメントガ

イドライン」を作成し、PCを「環境配慮型製品」と して社会に提供するために必要な環境評価項目や、

評価方法などを例示している。

２
出所：JEITA「パーソナルコンピュータの環境設計アセスメントガイドライン」

リサイクルしやすい製品設計について
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小型二次電池の回収について

３

〇 小型二次電池を使用する機器については、消費者が機器の排出前に小型二次電池の取外しを行うことができるよう

に設計することが基本。

〇 当協会の会員は、基本的に小型二次電池を使用する製品に関して、電池の製造業者と共に、小型二次電池の無償回

収を行っている。具体的には、小型二次電池の製造業者と小型二次電池使用製品の製造業者の団体である一般社団法

人ＪＢＲＣに加入して費用を拠出し、一般社団法人ＪＢＲＣにおいて廃棄物処理法の広域認定（一般廃棄物・産業廃

棄物）を取得して、無償回収を実施している。

〇 一方で、消費者による小型二次電池の取外し作業は危険を伴うこと、また、無線通信を行う機器においては電波法

の規制によって改造が禁止されていること等の理由により、小型二次電池を取り出せるような構造にすることが難し

い品目が存在する。

〇 さらに、ノートパソコン、タブレット端末、デジタルオーディオプレーヤ（携帯型の音楽再生機）、ワイヤレスタ

イプのヘッドホン/イヤホン、ＩＣレコーダ等については、機器の小型化や薄型化、あるいは防水性といった市場の

要請により、消費者による小型二次電池の取外しを可能とする構造を設けることが物理的に困難になっている場合が

ある。

〇 こうした、小型二次電池を消費者が取り外すことが困難な製品については、当協会の会員においては、製造業者の

費用負担により、パソコンは資源有効利用促進法の回収で、その他の製品については有価物として、それぞれ製造業

者が自社製品について、例えばアフターサービスとして機器全体での無償回収を実施し、適正処理及びリサイクルを

行っている。

〇 当協会の会員は、消費者に対して、小型二次電池はリサイクルが可能である旨の説明や、小型二次電池を取り外す

ことができない機器の廃棄方法等について、機器の取扱説明書又はアフターサービスの窓口を通じて周知している。
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パソコンの回収・リサイクルについて

〇 パソコン（パソコン用モニターを含む。）については、資源有効利用促進法により、製
造等事業者に回収義務と再資源化義務が課されている。事業活動に伴い排出されるもの及
び2003年９月までに販売されたものを除き、対価を得ずに回収することが判断基準省令で
求められており、製造等事業者の費用負担により、排出者からの無償回収を実施している
（回収に伴う輸送費用も製造等事業者の負担）。

〇 資源有効利用促進法には廃棄物処理法の特例規定が設けられていないため、家庭から排
出されるパソコンについては、多くの場合、パソコンの製造等事業者が、個社として廃棄
物処理法上の一般廃棄物の広域認定を取得して無償回収を行っている。

〇 資源有効利用促進法に基づきノートパソコンを回収する際には、使用されている電池も
併せて回収している。

〇 また、一般社団法人パソコン３Ｒ推進協会が、義務者不存在のパソコンの回収（逆有
償）を行っているほか、広域認定取得・維持に関する会員への助言や、業界としての普及
啓発を行っている。

〇 パソコンについては、現在、小型家電リサイクル法による回収と資源有効利用促進法に
よるメーカー回収の両方を、消費者に案内している。
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一般社団法人パソコン３Ｒ推進協会の会員のパソコン回収について
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メーカーによって回収方法が異なる場合が
あります。詳しくはメーカーにご確認くだ
さい。

「PCリサイクルマーク」の付いたパソコン
でも、万一メーカーが倒産したなどの場合
は「パソコン3R推進協会」が回収し、所定
の回収再資源化料金が必要となります。

「PCリサイクルマーク」が付いていないパ
ソコンは、回収再資源化料金が必要です。

2018年度実績(速報値)

1. 回収重量及び回収台数には製
品リユースのための回収実績
を含む。

2. 再資源化処理量及び資源再利
用量は、再資源化プラントに
搬入後、処理および再利用さ
れた重量であり、資源再利用
率は再資源化処理量における
資源再利用量の比率を表して
いる。

出所：一般社団法人パソコン3R推進協会 HP
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再生材の使用について

〇 当協会会員の製品は再生プラスチックの使用に努めている。
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Ｂ社ではノートパソコンに、リサイクルし易いマグ
ネシウム合金やアルミ製の筐体、プラスチック部品
にはハロゲンフリーで無塗装、更に市場より回収さ
れたポストコンシューマ材を使用しています。

出所：経済産業省「資源循環ハンドブック2018 」

※ポストコンシューマ材：
消費者が製品を使用した後に回収された材料

【リサイクル等に配慮した材料の使用例】 サウンドバー：再生プラスチックを積極的に導入

音をつくり出すのに重要な役割を担う、フロントパネ
ルや内装部品といったパーツにも採用されています。
再生材と混合する材料の種類や量を何度も見直し、
バージンプラスチックと同等の音質と物性を実現しな
がら、高い再生材使用率（65％）を達成しました。

出所：C社 HP


